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序　　文序　　文序　　文序　　文序　　文

　日本国政府は、エル・サルヴァドル共和国政府の要請に基づき、同国の国土基盤情報整備に係

る調査を実施することを決定し、国際協力事業団がこの調査を実施することとなりました。

　当事業団は、本格調査に先立ち、本件調査を円滑かつ効果的に進めるため、平成10年８月30日

から同年９月26日までの28日間にわたり予備調査団を、平成10年11月25日から12月７日まで

の13日間にわたり、建設省国土地理院　測図部長　長岡正利氏を団長とする事前調査団（S/W協

議）を現地に派遣しました。

　調査団は、本件の背景を確認するとともにエル・サルヴァドル共和国政府の移行を聴取し、か

つ現地調査の結果を踏まえ、本格調査の実施に関する S/Wに署名・交換しました。

　本報告書は、今回の調査を取りまとめるとともに、引き続き実施を予定している本格調査に資

するためのものです。

　終わりに、調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。

　平成11年１月
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第１章　事前調査の概要第１章　事前調査の概要第１章　事前調査の概要第１章　事前調査の概要第１章　事前調査の概要

１－１　事前調査実施の背景

　エル・サルヴァドル国（面積：2.1万㎞２、人口：560万人）政府は、1979年から1992年までの

長期にわたる内戦からの復興のために国家再建５か年計画を実施している。同計画では、戦災地

の再建とともに、地方の農業従事者を主とした低所得者層に対する生活環境改善などを柱として

経済発展をめざしている。、また、1998年のハリケーンによって橋梁倒壊や土石流などが発生し、

現在も復旧の過程にある。

　エル・サルヴァドル国では縮尺2.5万分の１地形図を国土基本図としており、1980年代から整

備作業が進められ、現在までに国土の約85％がカバーされている。残る約15％の地域はホンデュ

ラスとの国境を抱える山間部に位置し、1992年の国境確定以降もエル・サルヴァドル国の所有す

る資機材では空中写真を取得できないなどのために地図作成が見送られてきた。また、同地域は

低所得者の集中などの諸問題を抱え、USAIDやGTZなどの援助機関によって農村開発や水資源

開発、地方分権などにかかる開発計画の立案が進められており、その基盤情報として国土基本図

の早急な整備が求められている。

　また、現在は農牧省や環境省等が独自にGIS整備を進めているが、フォーマットや図式が統一

されておらず、関係機関が共有し得る汎用的な数値地図情報の安定供給が行政課題となっている。

　上記の背景の下、1996年11月にエル・サルヴァドル国は国土基本図の作成および数値化を日本

国政府へ要請越し、JICAは1998年 12月４日に S/Wの署名・交換をしたものである。

１－２　事前調査の目的

　事前調査の目的は、要請の背景および内容を確認するとともに、本格調査の実施方針について

協議し、その結果を事前調査団（Scope of Work: S/W）および討議議事録（Minutes of Meeting:

M/M）として取りまとめ、署名・交換すること、並びに必要な情報の収集を行うことである。
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１－３　調査団の構成

　予備調査団および事前調査団（S/W協議）の構成は、次のとおりである。

(1) 予備調査団

(2) 事前調査団

  担当業務

務業当担 名　　氏 属　　　所

括　　総 明征　崎岡 長課形地部図測院理地土国省設建

画計理管度精 男哲　橋高 佐補長課理管報情部画企院理地土国省設建

画企査調 幸知　澤小 課一第部査調発開会社団業事力協際国

画計図本基 一誠　岡谷 会協術技設建際国人法団社

画計業事査調 幸博　田松 会協術技設建際国人法団社

画計転移術技 尚　　　森 会協術技設建際国人法団社

訳　　通 子光　井武 ータンセ力協際国本日人法団財

務業当担 名　　氏 属　　　所

括　　総 利正　岡長 長部図測院理地土国省設建

画計理管度精 男哲　橋高 佐補長課理管報情部画企院理地土国省設建

画企査調 幸知　澤小 課一第部査調発開会社団業事力協際国

画計図本基 尚　　　森 会協術技設建際国人法団社

訳　　通 子光　井武 ータンセ力協際国本日人法団財
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１－４　調査の日程

　予備調査および事前調査の日程は、次のとおりである。

(1) 予備調査；平成10年８月30日（日）～９月26日（土）の28日間

(2) 事前調査；平成10年 11月 25日（水）～12月７日（月）の13日間

日　月 務　業　び　よ　お　動　移

成平 01 月８年 03 日
　　　　　　 13 日

日１月９　　　　

日２　　　　　　
日４～３　　　　
日７～５　　　　
日８　　　　　　
日９　　　　　　

　　　　　　 01 日
　　　　　　 11 日

　　　　 21 ～ 31 日
　　　　　　 41 日
　　　　　　 51 日

　　　　 61 ～ 81 日
　　　　　　 91 日
　　　　　　 02 日
　　　　　　 12 日
　　　　　　 22 日
　　　　　　 32 日

　　　　　　 42 日

　　　　　　 52 日
　　　　　　 62 日

）井武、森、田松、岡谷；タンラトア→京東（動移
・館使大、）ルドァヴルサ・ンサ→タンラトア（動移 ACIJ 敬表所務事

（ータンセ記登省務法、省務法、省務外 RNC 敬表）
RNC （局図地家国の NGI 議協のと）

NGI グンリアヒ会協発開村町市、議協
NGI 議協
査踏地現

NGI 議協
NGI グンリアヒ所査調質地省業事共公、局報情省境環、議協

、敬表臣大業事共公 NGI グンリアヒ局済経・局源資然天省牧農、議協
NGI 議協

理整料資、せ合打内団
・館使大、流合員団澤小、員団橋高、長団崎岡 ACIJ 敬表所務事

せ合打内団
NGI 、議協 SIG 査調達調器機線無、グンリアヒ会協者用利
査踏地現
せ合打内団

NGI 、議協 DIASU 、 ZTG 査調価単場市、グンリアヒ
M/M ・館使大、換交・名署 ACIJ グンリアヒ社会測航間民、告報所務事

査調価単場市、敬表・告報ータンセ記登省務法、省務法、省務外
PDNU グンリアヒ行銀発開州米、

、）ィテシコシキメ→ルドァヴルサ・ンサ（動移
グンリアヒ社会影撮真写空航

）→ィテシコシキメ（動移
）京東→（動移

日　月 務　業　び　よ　お　動　移

成平 01 年 11 月 52 日
　　　　　　 62 日
　　　　　　 72 日

　　　　　　 82 日
　　　　　　 92 日
　　　　　　 03 日

　　　　 21 日１月
日２　　　　　　
日３　　　　　　
日４　　　　　　
日５　　　　　　
日６　　　　　　
日７　　　　　　

）ミアイマ→ゴカシ→京東（動移
・館使大、）ルドァヴルサ・ンサ→ミアイマ（動移 ACIJ 敬表所務事

（ータンセ記登家国省務法、省務外、臣大務法 RNC 敬表）
RNC （局図地家国の NGI 議協のと）
査踏地現
査踏地現

NGI グンリアヒ省業事共公・省境環・省牧農、議協
NGI 議協
NGI ）材機資用査調（査調価単、議協
NGI 議協

W/S び及 M/M ・館使大、換交・名署 ACIJ 告報所務事
）コスシンラフンサ→ミアイマ→ルドァヴルサ・ンサ（動移

）→コスシンラフンサ（動移
）京東→（動移
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１－５　S/W協議の概要

　事前調査団は、11月 27日～12月３日の間、カウンターパート機関である法務省国家登記セン

ター（CNR）の国家地図局（IGN）を始めとして、外務省、公共事業省、農牧省、環境省等の関

係機関と意見交換、データおよび情報の収集を行い、本格調査の実施内容などについて協議し、合

意した。

　これらの結果に基づいて、今後の本格調査に係る基本的事項をS/WおよびM/Mとして取りまと

め、長岡団長とRuben Antonio Mejia Pena法務大臣との間で、12月４日にこの署名・交換を行っ

た。

　協議内容および合意事項の要点は、以下のとおりである。

(1) 本格調査の概要

１）2.5万分１地形図の整備（約3,700㎞２）

　地域開発および災害復旧を促進するため、国土の基本図（縮尺2.5万分１の地形図）の未

整備域において同地形図をディジタル手法によって作成する。

２）2.5万分１地図相当のディジタル地図データの整備（約20,740㎞２）

　エル・サルヴァドル国内において整備需要の高まっているGISに対し、各省が共通に使

用できる信頼性の高い基礎データを供給するため、2.5万分１地形図相当のディジタル地図

データを全国土について作成する。

３）ディジタル地図データの更新および運用に関する技術移転

(2) 本格調査の実施手法

１）2.5万分１地形図

　新規に撮影する縮尺４万分１の航空写真、現地作業結果および IGNから提供される情報

をもとにディジタル図化・編集を行い、2.5万分１地形図を作成する。なお、縮尺５千分１

または１万分１の地形図が存在する地域においては、最大限これを活用する。

　最終成果品は、印刷用製版フィルム（１式）とする。

２）2.5万分１地図相当のディジタル地図データ

　2.5万分１地形図の既整備地域については、既存の印刷図を基にディジタル化を行う。同

地形図の未整備地域では、前述(2)1)の成果を作成する過程のディジタルデータを利用する。

　最終成果品は、ディジタル地図データファイル（CD-ROM形式、200セット）とする。

３）ディジタル地図データの更新および運用に関する技術移転

　前述(2)2)の成果について、サン・サルヴァドル首都圏での経年変化の著しい地域を100

㎞２抽出し、日本側調査団の技術指導のもとにカウンターパートがデータの更新を行う。こ
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の作業を通して、本格調査の終了後も引き続いて、エル・サルヴァドル国の手で独自にディ

ジタル地図データの更新および運用が実施できるようにするための技術移転を図る。

(3) 調査名の変更

　前述の本格調査概要に合致するよう調査名を、「The Study for Establishment National

Basic Geographic Data in the Republic of El Salvador」に変更する。

(4) 情報の公開

　本件調査で作成される地形図およびディジタル地図データは、一般に公開される。

(5) エル・サルヴァドル側の負担・実施事項

　S/W中のUndertakingの一般的事項に加えて、以下についてはエル・サルヴァドル側が負

担および実施する。

１）主要工程への参加

　日本側調査団の技術指導の下で、カウンターパート自らが主要な各工程に参加する。基準

点測量については、IGNから３名の人員と測量機材および車両（１台）を IGN側の負担で

提供する。また、既存図をディジタル化する地域についての経年変化修正に対しては、IGN

から２名の人員を IGN側の負担で参画させる。

２）情報提供

　地名、行政界、国境線、基準点測量成果等の必要情報は IGNにより作成され、日本側調

査団に提供される。

３）航空写真の持ち出しなど

　日本側調査団に対し、エル・サルヴァドル側は、外国籍航空機の持ち込み、隣接国での飛

行および撮影並びに調査実施に必要な資料の国外持ち出し（地図、航空写真フィルム等）に

係る許可を与える。

１－６　事前調査団長による所感（在エル・サルヴァドル大使への報告書の抄録）

　本件調査の実施については、カウンターパート機関がかなり意欲的であり、技術移転を含めて、

良好な結果が期待できると考えられる。その理由は次のとおりである。

(1) カウンターパート機関を所管する法務大臣は、地理情報のディジタル化とその利用につい

て積極的であり、その必要性について十分な知識を有している。例えば、自らの招宴において

述べられたところとして、現在この機関が進めている地籍図のディジタル化と登記データの統
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合管理に関して、地図のデータは土地についてのものであるので、同じ土地についてのものは

個別にではなく、統合的に扱うべきであるなどとの明解な持論を展開されていた。

　なお、カウンターパート機関においては、Undertaking事項についてほぼ完全に実施の意向

であり、本格調査団の執務室については既に工事中であって、電話、インターネット等につい

ても設置するとのことである。

　協議期間内において、提供資料の準備や関係する事務処理の状況も良好であった。

(2) 上述の、地籍図のディジタル化と登記の統合管理は、現在はモデル作業ながら、問題なく

進んでおり、これを管理する地理情報システム（GIS）の扱いも熟知されている。このように、

当該分野についての技術レベルは高い。

(3) カウンターパート機関以外にも、環境省および農牧省においては、GISシステムにおいて、

既存の５万分１地形図相当のディジタル地図データをベースにして、所管の各種地理情報を整

備している。公共事業省においても、データ整備の要望が強い。

(4) ところが、上記の５万分１地形図データは、かつてUSAIDの資金援助によって、民間団体

Pro-Cafeが作成し、各省との協定によって提供しているものであるが、その精度は非常に悪

く、データ利用各機関が独自に修正を試みている状況である。

(5) このような状況下において、本件技術協力で作成する予定の、高精度のディジタル地図デー

タについては、各機関とも非常に期待が高く、データ作成後には、国内の現状から見てこれが

順調かつ十分に活用されることが予想できる。

(6) なお、以上のような背景下においては、作成するデータの今後の更新のための技術移転も、

問題なく進むと考えられる。

(7) 一方、本件技術協力のもう一つの課題である、地形図未整備地域を対象としての新規地形

図作成に関しては、先のハリケーン・ミッチの被災においても、新しい地形図が未整備であっ

たことは今後の重点懸案課題として認識されているところであり、その必要性は高い。

　以上により、冒頭に述べたとおり、本件技術協力においては、良好な成果が期待できると考え

られる。

　本件調査によって、2.5万分１地形図が国土全域について整備されるとともに、そのディジタル
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データも完成され、カウンターパート機関内のみならず、各省においても、地理情報システム

（GIS）の基盤データとしてこのデータを使用し、各種の情報をディジタル化してのコンピューター

管理が一段と促進されるであろう。
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第２章　本格調査実施への提言第２章　本格調査実施への提言第２章　本格調査実施への提言第２章　本格調査実施への提言第２章　本格調査実施への提言

２－１　調査の目的

　1979年から1992年にわたる内戦と1998年のハリケーン災害からの復興を促し社会経済発展を

支援するために、国土基本図未整備地域（面積約3,700㎞２）を対象に、2.5万分の１地形図を作

成するとともに、国土全体（面積約20,740㎞２）を対象に縮尺2.5万分１相当のGIS基礎データ

を作成することが、本調査の目的である。

２－２　調査の対象地域

　調査対象地域は国土全体である。以下の事業それぞれの対象地域を図2-1に示す。

(1) 新規図化

　エル・サルヴァドル国の中央部および北部国境付近などの、８地区（各地区の広さには極度

の大小あり）の約3,700㎞２について、ディジタルマッピングにより航空写真を図化し、ディ

ジタル地形図を作成する。このうちの大半の、約3,600㎞２の地域については、１万分１また

は５千分１大縮尺等高線図が存在することから、その等高線を数値化して利用し、図化に要す

る期間を短縮する。なお、ディジタル地図データは、GISで用いることができるように構造化

する。

(2) 既存地形図のディジタル化

　国土の全域から上記地域を除いた約17,040㎞２について、既存の2.5万分１地形図をディジ

タル化する。ディジタル化したデータは、GISで用いることができるように構造化する。な

お、全国土にわたり統一的な地形図データを提供できるよう、本データと新規図化データは構

造化データとして完全に接合・一体化されるものとする。

(3) 経年変化修正法指導

　経年変化が著しいと思われるサン・サルヴァドル首都圏のうち、特に必要な地区の総計約

100㎞２を対象として、技術移転のため、カウンターパート職員による経年変化修正を指導す

る。指導の成果は、最終成果として一般に提供するデータと統合させる。
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図2-1の補足資料；航空写真撮影計画
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２－３　調査の内容と工程

　調査内容と工程（案）は、以下のとおりである（表2-1および表2-2参照）。

(1) 対空標識設置および標定点測量

　位置の基準のために、航空写真の撮影に先立って標定点の配置を計画し、計画地点に地上塗

色の対空標識を設置する。既存の基準点がない地域で必要な地点については、標定点測量を実

施する。新規図化地域の各地区それぞれについて図化機による図化を行う場合は、標定点はお

よそ40点必要になると思われる。

　高さの基準については、図化対象地域の各地区とも水準測量路線があり、水準点の存在状況

も良さそうなので、新規の水準測量は行わず、航空写真上に既存の水準点を刺針して高さの基

準とする。

　なお、大縮尺等高線図が存在する地域については、(6)の空中三角測量の項で述べるように、

1)いわゆる図上標定（既存地形図上で位置の明瞭な地点の座標値を測定し、この位置座標を基

準として図化機において航空写真を標定する簡易な方法；既存地形図が正確であることが前

提）に基づいて図化するが、2)ディジタル化した等高線など（DEM：ディジタル標高モデル；
オ ル ソ フ ォ ト

標高値のメッシュデータ）を基に正射写真を作成し、地形図データと写真画像データを重ね合

わせて、ディジタル的な移写によって地物（地表対象物）を図化することも考えられる。これ

らの方法を採用すれば、必要な標定点数は減少する。

(2) 既存地形図のディジタル化

　既存の2.5万分１地形図をディジタル化する。既存図の原図および製版用フィルムの保管状

況は極度に悪い（写真11）ので、印刷図を用いてカラー・スキャナーにより色分解・ディジ

タル化を行う方法を標準とする。製版フィルムの状況によっては、等高線のみは製版フィルム

の第二原図から大判搬送型スキャナーでディジタル化して、ベクトル型データとする。別に、

印刷図からデジタイザーで数値化することも考えられる。

　印刷図から数値化した場合は、印刷用紙の不均等な伸縮に十分注意し、図中の方眼グリッド

を活用するなどにより、計測位置を細かく正規化する必要がある。

　なお、ここで作成するデータは、国土全域のディジタル地図データの一部となる。

(3) 大縮尺等高線図の等高線などのディジタル化

　新規図化対象地域（８地区の計約3,700㎞２）において、大縮尺等高線図が存在する地域（約

3,600㎞２）については、その等高線をディジタル化してベクトル型データとする。原稿図は

マイラーベースに描かれているので、その第二原図を作成して大版の搬送型スキャナーでディ

ジタル化・編集するか、等高線のみを抽出・トレースした計測原図を作成し、搬送型スキャ
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表2-1　調査の実施内容、付；日本国内実施とエル・サルヴァドル国内実施の別を表示
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表 2-2　調査の工程別実施計画（案）；所要機関は、一応の目安（作業者編成等により可変）
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ナーでディジタル化する。

(4) 航空写真撮影

　新規図化地域の計約3,700㎞２を対象として、航空写真を撮影する。縮尺については、エル・

サルヴァドルにおける従来の標準縮尺は、保有する撮影用航空機の性能上から２万分１と定め

られているが、2.5万分１地形図の作成には非効率である。ここでの目的のためには、一般に

は４万分１から５万分１程度の航空写真の利用が有利であり、使用航空機の性能などのことを

考慮して、航空写真の縮尺は４万分１を標準とする。

　なお、撮影については、近隣国の企業に再委託する。

(5) 現地調査（刺針、写真判読を含む）

　新規図化地域について、写真判読を行い、図化事項を判読するとともに、現地において判読

事項を確認する。確認事項は、エル・サルヴァドルの標準作業手順に従い、空中写真上に整理

する。なお、設置した対空標識が写真上で確認できない基準点および水準点については、現地

調査の際に基準点などの位置を写真上に刺針する。

　地形図に表示すべき地名・行政界・各種施設等については、エル・サルヴァドル側の提供資

料による。

(6) 航空写真のディジタル図化

１）空中三角測量

　航空写真上の対空標識位置および現地刺針位置を基に、新規図化地域をカバーするモデル

について空中三角測量を実施する。

　なお、既存の大縮尺等高線図中に、明瞭な道路交会部などの目標地点が、ある程度存在・

図示されており、これが新規撮影の航空写真上で同一のものと認識できる場合には、(1)で述

べたように、図化に際しての標定はいわゆる図上標定によることが可能となり、空中三角測

量は不要である。また、次項で述べる正射写真を作成して、写真からの移写により地物を図

化する方法を採る場合にも、空中三角測量は不要である。

２）ディジタル図化

　写真判読および現地調査の結果を参考に、新規図化地域の図化を行う。既存の大縮尺等高

線図が存在しない地域（約100㎞２のみ）については等高線および地物を図化するが、大縮

尺等高線が存在する地域（対象地域の大半；約3,600㎞２）は地物のみを図化する。なお、後

者の地域については、(1)で述べたように図化機を用いずに、正射写真を作成してこの写真か

らの移写により図化することも考えられる。
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(7) 現地補備測量

　図化の際、疑義を生じた事項などについて、カウンターパート機関に確認、または必要に応

じて現地にて再確認する。

　なお、地名・行政界等の地図表示と注記事項については、カウンターパート機関に確認する。

(8) 図化データのディジタル編集・地図記号化

　現地補測の結果を踏まえ、図化結果を編集する。また、併せて印刷図として使用できるよう

に、現在のエル・サルヴァドルの地形図図式に準拠する形で地図記号化し、表現が輻輳する箇

所の総描、転移などを行う。

　地図記号を付与したデータは、ラスターデータとする。

(9) 首都圏のディジタル地図データの更新

　上記の新規図化とは別に、首都圏のうち約100㎞２の地域について、技術移転の一環として、

既存図をディジタル化したデータについて、既存資料の活用を中心として経年変化を修正す

る。

(10) 国土全域のディジタル地図データの構造化

　(2)で述べた既存地形図をディジタル化したデータと、(6)の新規図化データについて、必要

なレイヤーに分割するとともに、データに属性や他レイヤーのデータとの関係を付与するな

ど、構造化を行う。構造化したデータは、他種類のGISソフトにも共通の基盤情報として用

いられることをめざしていることから、エル・サルヴァドルで使用されているGISソフトを

十分調査し、最終成果は、できるだけ多くのソフトで利用できるか、ソフト間でのある程度の

互換性が確保できるフォーマットで作成するものとする。

(11) ディジタル地図データのCD-ROM作成

　構造化したデータを、既存図の図葉を単位としてまとめ、CD-ROM（１枚または複数枚）に

格納する。

　なお、エル・サルヴァドル側の要望によっては、地方自治体単位にデータを別途調製するこ

とも考えられるが、これは、後日、エル・サルヴァドル側が別途データを調製すべきものであ

る。その際、メタデータも併せて格納する。

(12) 印刷用原版フィルム作成

　印刷の色版ごとの原版フィルムを作成する。なお、注記および注記マスクは別版として用意
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することを標準とするが、版構成は図葉により多少変化させることも考えられる。

２－４　現地調査時の留意事項

(1) 測量に関する許認可

　基準点の使用などに許可が必要であるが、カウンターパート機関IGNが所管しているため、

問題は生じないものと思われる。

　航空写真の撮影には、地図局と民間航空局の許可が必要であり、隣国の飛行許可も取得する

必要があるが、いずれも地図局が処理することとしている。

(2) 土地の立ち入り

　土地の立ち入りについて問題となる場所はない。

(3) 現地調査時の宿泊施設と車両の調達および安全管理

　内戦終結後、日が浅いこともあって、治安は必ずしも良いとはいえない。高価な測量機材を

携行していることもあり、一定の場所に宿泊するとねらわれるおそれがある。カウンターパー

ト機関から注意喚起されているように、一般に、地方での宿泊にあたっては同一場所に２～３

日以上連続宿泊しないように配慮する必要がある。また、地方警察などで危険な地域の情報を

よく確認し、そのような地域で作業を行う場合は警察などの同行を求める必要がある。

　現地作業用車両については、現地作業の対象地域が険しい山岳地であることから、信頼性の

高い四輪駆動車（運転手付き）を用いる必要がある。ガソリンは比較的容易にどこでも入手で

きる。なお、夜間走行は危険が大きいため、絶対に避けるようにエル・サルヴァドル側から忠

告されている。レンタカーの四輪駆動車は、タイヤの摩滅の著しいものが普通で、車の本来の

性能を発揮できない場合が多い。

(4) 医療・衛生管理

　衛生条件は良好で、疫病の発生も少ない。デング熱が少し発生しているので、防虫対策に留

意する必要がある。

２－５　技術移転

(1) 技術移転の考え方と内容

　IGNでは、伝統的な測量、地図技術は十分取得しており、組織的な活動についての訓練も

行き届いている。しかしながら、ディジタル図化技術は全く未経験であり、ディジタル地図編

集、GISに関する技術もごく一部の部署で導入が始まったばかりである。ディジタル地図デー
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タを扱う技術は、ディジタル地図の利用者である各省庁のGIS部門に比較して大きく遅れて

いる。このため、本調査成果を有効に活用するためにも、ディジタル地図技術を中心に技術移

転を図る必要がある。

　ディジタル地図を作成する技術については、図化段階でディジタル地図を作成する方法と図

化した成果をディジタル化する方法がある。本調査では、既に我が国に多数導入されている

ディジタル図化機を用いて、より効率的な前者によってディジタル地図を作成することとなる

が、この高価な機器をエル・サルヴァドルに導入し、維持管理を行うのは容易ではない。そこ

で、同国には後者により、主として、今回作成するデータを今後修正・維持していく技術を移

転することとする。

　ディジタル地図を維持管理する技術については、ワークステーションをベースにした効率的

技術とパソコンをベースにした簡便な技術がある。前者は高価である上、取り扱いにコン

ピューターに関する専門的な技術が要求される。この技術も同国への導入は現実的ではない。

そこで、同国には、多少効率を犠牲にしても取り扱いが容易な後者の技術を移転することとす

る。なお、この二者は効率に差があるものの、地図の維持管理という点ではほとんど差が見ら

れない。

　以上のことから、既存の地形図のディジタル化の技術とパソコンによるその維持管理の技術

をエル・サルヴァドルに移転することとする。この場合、これら機器の取り扱いは比較的容易

であり、また、同国の測量や地図編集に関する基礎的な技術水準は高いと思われることから、

実地に業務を行いながら技術を移転することが効果的であろう。

(2) 技術移転のために必要な機材の構成

　・パソコン（周辺機器を含む）およびパソコンで動く数値地図編集ソフト

　・データサーバー

　・大判デジタイザー

　・大判搬送型スキャナー

　・大判インクジェットプリンター

２－６　本格調査団の構成（案）

　本格調査団には、全体指揮および工程管理等の管理業務、調査団自らが担当する業務の実施、カ

ウンターパート（IGN）職員が実施する業務の調整（監督）、カウンターパート職員への技術移転

の４つの任務がある。

　全体指揮および工程管理等の管理業務は、官民含めてエル・サルヴァドルの国内体制が比較的

よく整っており、カウンターパート機関もよく組織化されていることから、副総括は不要であろ
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う。したがって、管理部門としては、総括、航空写真撮影監督、業務調整およびエル・サルヴァ

ドルがスペイン語圏であることから通訳の、４名構成で十分と思われる。

　カウンターパート職員の業務監督のためには、基準点測量、図化の各専門分野に１名ずつ、す

なわち、標定点測量監督および現地調査監督の計２名を配置すればよいと思われる。

　IGN職員への技術移転は、本調査成果の有効活用のために重要である。また、利用者側からは

比較的高度な技術が IGNに要請されると予想されることから、丁寧な指導が必要になるものと思

われる。このため、ディジタルマッピングの指導担当として２名を配置することが望ましい。

２－７　カウンターパート職員の配置（案）

　カウンターパート職員の任務は、本調査をサポートすることと、本調査成果を生かすために必

要な技術を習得することの２つである。

　本調査では、前者として、対空標識設置、標定点測量、刺針、現地調査、補備測量を、後者と

して、経年変化修正を予定している。以下、各工程ごとに順を追ってカウンターパート職員の配

置案を述べる。なお、所要月数の算出には１か月で21日の稼働を見込み、１実面を127㎞２とし

た。作業能率は、Under Taking部分はカウンターパート機関の通常の能率を見込み、技術移転部

分は類似作業の通常の能率の３倍を見込んだ。

(1) 対空標識設置

　対空標識の設置に際しては偏心要素の測定も行うので、トータルステーションなどを持参す

る必要がある。標識の材料はペンキによる地上塗色を中心とするとしても、資機材運搬などか

ら２～３名が必要であろう。ただし、測量技術者は１名でよく、カウンターパートは１名でよ

い。１日１点で、３班構成で作業すると、40点の設置に約0.6か月を要し、この間３名のカウ

ンターパートが必要である。

(2) 標定点測量

　標定点の測量は、簡便なGPS測量による。測定には既知点２点と測定点１点にGPS受信機

を設置するため、３班構成の１チームが１つの行動単位になる。各班は、測量技術者は１名と

補助員２名から構成する。１点の測定に３班構成の１チームが１日を要するとし、１チームで

作業すると、20点の測量に約１か月を要し、この間カウンターパート３名が必要である。

(3) 現地調査および刺針

　現地調査は、予察判読と現地調査からなり、現地調査は自動車を用いて行う。また現地調査

の整理の過程で刺針も行う。現地調査には、測量技術者１名と助手１名で１班を構成する。予
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察判読に１実面５日、現地調査に１実面15日、合計１実面に20日を要するとし、仮に10班

で作業を行うと現地調査には2.9か月を要する。この間、10名のカウンターパートが必要であ

る。

(4) 補備測量

　補備測量は、現地調査の1/3程度の日数をあてるのが適当であろう。現地調査と同様の班構

成、班数で約１か月を要する。この間、10名のカウンターパートを要する。

　この時期に、別途作成した地図データの、地名・行政界・各種施設等の確認をカウンター

パート機関に依頼し、実施する。

(5) 経年変化修正

　本作業は、コンピューターの画面上にディジタル地図データを呼び出し、既往の各種資料を

主に、現地調査の結果をも踏まえて、地図データを修正・更新する作業である。製図作業と類

似した作業となるが、これをコンピューターの画面上で行う点が異なる。技術移転のための作

業であり、可能な限り多くの職員が参加することが望ましい。このため、測量技術者１名と助

手１名からなる１班を構成し、２班で作業を行う。不慣れな作業で、技術移転のための手戻り

も予想されることから、従来の製図作業の３倍の日数を見込むと１実面当たり138日になり、

3.3か月を要する。この間２名のカウンターパートを要する。
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